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は　じ　め　に
　本稿は 2011（平成 23）年度からの研究テーマである“大学のキャリア教育の視点から ― 学
生・大学・社会のレリバンス1） の研究 ―”（1）認知的能力における外国語2），（2）キャリア教
育としてのインターンシップ3），（3）キャリア教育論の潮流とキャリア支援4） の流れをくむもの
である。また本稿は，平成 24年度科学研究費補助金（奨励研究）に「中国主要都市大学におけ
るインターンシップの実態研究」を研究課題として採択を受けた研究成果を発表するものである。
　奨励研究の着想の背景として，京都外国語大学は，文部科学省平成 22年度「大学生の就業力
育成支援事業」5） に「異文化間就業力の育成」を取り組み名称として申請し選定された。著者は，
申請当初より本選定 GPに取り組んでおり，平成 22年 10月 12日の採択から平成 23年 9月まで
に 4回の海外調査を実施した。現地調査においては，学生がフィールドワーク・インターンシッ
プを実施するに際しての就業環境，大学施設，寮，図書館，視聴覚施設，実習先職場，交通施設，
アパート，スーパー，病院，警察，公共施設等の踏査を行った。但し，これら職務上の現地調査
では，著者の意図する調査研究を実施する機会を得ることができなかった。しかし現地で築き上
げた人的ネットワークを有効に利用することで，研究目的を深く掘り下げ，発展させることがで
大学のキャリア教育の視点から
― 学生・大学・社会のレリバンスの研究 ― ⑷
日本と中国のインターンシップ制度比較研究
東　南　隆　光
〈Summary〉
  An arrangement where students undertake work experience at a company under 
certain conditions is generally called an “Internship.” Recently the Education Ministry, the 
Ministry of Health, Labour and Welfare, the Ministry of Economy, Trade and Industry have 
adopted a plan to strengthen support for internship programs.
  The international comparative research of the internship is the present conditions 
that have not progressed very much.
  The author visited to the China and interviewed 10 Chinese major cities university and 
university staffs. And the author analyzed the comparative study of Chinese interview 
investigation and Japan’s internship investigation.
  As a result of analysis, the internship of Japan and China has big difference.
  By findings, the authors proposed for internship system from an educational point of 
view and an institutional point of view.
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きるという着想に至ったのである。
　奨励研究の目的は，中国の大都市圏大学におけるインターンシップの実態研究である。つまり
現状の中国主要都市で実施されているインターンシップ制度を詳細に実態解明することを第一義
の目的としている。具体的にいえば，インターンシップ制度の形態（短期型・長期型），プログ
ラムの内容（事前学習や事後学習が組み合わされているか等），実習での手当ての有無，受け入
れ企業の業種，職種，企業数，受け入れ団体や政府の有無，単位認定，実習の評価方法，留学生
の受け入れ実態（例えば日本人留学生の参加現状等）において一定の現状分析を試みることであ
る。
　以上のような研究背景をもとにして，第 1章では，日本のインターンシップを取り巻く環境と
国の政策動向を確認する。そして第 2章では日本でのインターンシップ制度と先進事例として，
高等教育機関最大規模で実施されている公益財団法人コンソーシアム京都のインターンシップ制
度を分析してその特徴を捉える。第 3章では，中国大都市大学におけるインタビュー調査の結果
による事例研究を行なう。第 4章では，日本と中国のインターンシップ制度の比較検討・分析に
より双方の共通点や相違点を明確にする。
第 1章　日本のインターンシップを取り巻く環境と国の政策動向
　日本におけるインターンシップが社会的・制度的に顕在化したのは，1997（平成 9）年である。
文部省・通産産業省・労働省（当時）の三省が共同で「インターンシップ推進に当たっての基本
的考え方」6） を発表したことによる。それにより，インターンシップは，「学生が在学中に自らの
専攻，将来のキャリアに関連した就業体験を行なうこと」と定義された。1997（平成 9）年は就
職協定廃止に伴い採用選考の開始や内定開始が自由化された。この頃よりエントリーシートやイ
ンターンシップが急速に普及しはじめて，高等教育機関でも就職部がキャリアセンター等に改名
された。同時にそれまでの単なる職業指導や職業教育に，前項で記述の 1999（平成 11）年の
キャリア教育の定義が加わり，現行のキャリア教育の基礎が築かれた。その後，2005（平成
17）年に文部科学省から提起された「新キャリア教育プラン推進事業」7） においては，「インター
ンシップの推進や地域人材の活用が円滑におこなわれるよう，国のレベルにおいて，関係省庁，
経済関係団体，PTA等による“インターンシップ連絡協議会”」，「キャリア教育推進指定事業で
学校・産業界・関係行政機関等による職場体験・インターンシップの推進のためのシステムづく
り」等が施策された。また同年の中央教育審議会「わが国の高等教育の将来像」答申8） の「新し
い大学院教育」報告でもインターンシップが支柱の一つとして策定されている。
　経済産業省の外局である中小企業省の「新卒者就職応援プロジェクト・拡充」（2010年 10月
拡充開始）では，インターンシップ支援を目的として，既卒者や未内定新卒者を対象に中小企業
におけるインターンシップ（原則 6ケ月）参加の機会を提供している。これは無給のインターン
シップではなく，実習生側に技能習得支援助成金の日額 7,000円，受け入れ企業側に教育訓練費
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助成金の日額 3,500円を支給するペイド型のインターンシップ制度となっている。そして 2010
（平成 22）年 4月～12月に実施した新卒者就職応援プロジェクトの実習生 4,988名のうち就職し
た者は，1,831名で就職率 36.7パーセントにおよんでいる。この成果を受けて 2011（平成 23）
年度にかけて更に 10,000名の実習成立を目指して事業推進を行なっている。
　近年におけるインターンシップに係る国の政策を概観すると，文部科学省の，2012（平成
24）年 6月 5日「大学改革実行プラン」に関連する「私立大学等改革総合支援事業」9） の中で長
期インターンシップの項目が確認できる。大学改革実行プランの全体像を整理してみると，骨子
の柱を 2つとして，それぞれ 4つの項目から構成されている。1つ目の柱が，「激しく変化する
社会における大学の機能の再構築」であり，4つの項目は，①大学教育の質的転換，大学入試改
革，②グローバル化に対応した人材育成，③地域再生の核となる大学づくり（COC（Center of 
Community）構想の推進），④研究力強化（世界的な研究成果とイノベーションの創出）である。
2つ目の柱が，そのための「大学のガバナンスの充実・強化」であり，4つの項目は，①国立大
学改革，②大学改革を促すシステム・基盤整備，③財政基盤の確立とメリハリある資金配分の実
施【私学助成の改善・充実～私立大学の質の促進・向上を目指して～】，④大学の質保証の徹底
推進【私立大学の質保証の徹底推進と確立（教学・経営の両面から）】である。そして，大学改
革実行プランは，あるべき論を示すのではなく，2012（平成 24）年度直ちに実行することを明
らかにし，今年と次期教育振興基本計画期間を大学改革実行期間と位置付け，計画的に取り組む
ことを目指したものであり，大学改革実行期間を 3つに区分している。その 3つは，平成 24年
度は，「改革始動期」として，国民的議論・先行的着手，必要な制度・仕組みの検討を実施する。
平成 25，26年度は，「改革集中実行期」として，改革実行のための制度・仕組みの整備，支援措
置を実施する。平成 27年度～29年度は，取組の評価・検証，改革の深化発展を実施するとして
いる。大学改革実行プランの主たる目的は，大学改革の加速であり，あるべき論を示すのではな
いと銘打っていることからも本腰を入れて改革を実行する姿勢を示している。
　また文部科学省は，この大学改革実行プランに基づき，「私立大学等改革総合支援事業」とし
て 2013（平成 24）年 200億円の予算計上を行なっている。この事業の骨子は，大学教育の質的
転換や，特徴を発揮して地域の発展を重層的に支える大学づくり，産業界や国内外の大学等と連
携した教育研究など，私立大学等が組織的・体系的に取り組む大学改革の基盤充実を図るため，
経常費・施設費・設備費を一体として重点的に支援ものである。つまり，改革に本気で取組む大
学と基準を満たす全国 500の私立大学を選んで支援するのである。対象となるのは，「大学教育
質転換型」が 250大学，「地域特色型」が 150大学，「多様な連携型」が 100大学である。
　その中で「多様な連携型」は，産業界や国内外の大学などと連携した教育研究を想定する。具
体的には，PBL（課題解決型学習），長期インターンシップ，企業などとの教育プログラムの共
同策定，産業界などと連携した合同スカラーシップ，大学間連携を通じた先端研究の推進，途上
国の課題解決のためのプログラムなどがある。注目すべき点は，国内外の大学などと連携した教
育の 1つが「長期インターンシップ」として取上げられていることである。
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第 2章　日本のインターンシップ制度と先進事例
2‒1　日本のインターンシップ制度
　近年の一般的なインターンシップ・プログラムは多種多様化しており，類型化するにあたって
も尺度の設定により分類結果がことなる。ここでは，インターンシップ制度や内容の掘り下げた
分析による類型化ではなく，各大学・短期大学が学生向けに公開している各高等教育機関のホー
ムページ並びに就職情報サイトで学生向けに公開しているレベルでの分類にとどめる。
　期間と内容の 2つの要因で分類を試みる，まず期間は短期型と長期型の 2種類である。そして
内容は，セミナー型・見学型・実習型・実践型の 4種類である（表参 1照）。短期型は，1日（ワ
ンデイ・インターンシップ）の実施期間で，企業の社員による講演や研修によって学生が勉強す
るプログラム，或いはセミナー形式にて学生にグループワークやディスカッションの場を与えて，
共同による発表をさせるものである。次に少し期間が長くなり 3～5日間で行われるものでは見
学型があり，企業の様々な部署の見学を通して社員が実際に仕事をする現場を知ってもらうこと
を主眼としている。3つ目に 2週間～1ケ月程度の実施期間で行われるものでは実習型がある。
実習型は特定部署で実際の業務を行うことにより，一定の就業体験よる効果を期待するものであ
る。長期型は，3ケ月から半年，或いは 1年に及ぶものもあり実践型となる。実践型は，その企
業の社員とほぼ同様に扱われることになり，担当する業務にある程度の責任と成果が伴うもので
ある。学生の授業スケジュールと調整する形で 1週間に数日の出勤日を設定し，夏期・春期の長
期休暇では，社員と同様の勤務体系をとる場合もある。他のインターンシップと異なり時給形式
で報酬が支払われるのが一般的である。
　ここで 1つ問題となってくるのが，インターンシップの期間が 1日間のセミナー型と 3～5日
間の見学型である。文部科学省が 2012（平成 23）年 10月 7日に行った「平成 24年度の学生の
就職活動（通知）」よれば，大学側のおいては「平成 24年度大学，短期大学及び高等専門学校卒
業・修了予定者に係る就職について（申合せ）」，企業側においては「採用選考に関する企業の倫
（表 1）インターンシップの類型
期　　　間 内　容 プログラムの詳細
3ケ月～1年間 実践型
実際に学生がその企業に入って，社員と同様の仕事を任さ
れる。担当する業務にある程度の責任と成果が伴うもの。
2週間～1ケ月間 実習型
特定部署で実際の業務を行うことにより，一定の就業体験
よる効果を期待するもの。
3～5日間 見学型
企業の様々な部署の見学を通して社員が実際に仕事をする
現場を知ってもらうもの。
1日間 セミナー型
企業社員による講演・研修，グループワークを行ったり，
プレゼンテーションの場を与えたりするもの。
出典：大学・短期大学用のインターンシップ制度を著者が分類。
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理憲章」が定められ，これらについて，双方がそれぞれ尊重に努めることが就職採用情報交換連
絡会議において確認されていることである。社団法人日本経済団体連合会 2011年 3月 15日改定
の「採用選考に関する企業の倫理憲章」10） によれば，インターンシップについて，「産学連携に
よる人材育成の観点から，学生の就業体験の機会を提供するために実施するものである。した
がって，その実施にあたっては，採用選考活動（広報活動・選考活動）とは一切関係ないことを
明確にして行うこととする。」としている。また，現状行われているインターンシップをみると，
就業体験の提供を行うもののほか，企業の広報が中心になっているものも実施されている。就業
体験としてのインターンシップの在り方は，学生の就業体験の提供を通じた産学連携による人材
育成を目的とすることに鑑み，当該プログラムは，5日間以上の期間をもって実施され，学生を
企業の職場に受け入れるものであることとしている。つまり，文部科学省は，5日間以内の実習
体験をインターンシップとして称しないことを通知しているのである。但し，「採用選考に関す
る企業の倫理憲章」に従わない場合への法的罰則が定められている訳ではないので，インターン
シップの期間が 5日間以内の類型のものも実施されている現状である。
　株式会社ディスコが 2012（平成 24）年 1月 24日～31日に実施した「インターンシップに関
する調査」11） （調査対象：2013年 3月卒業予定の全国の現大学 4年生のうち，1社以上のインター
ンシップ参加経験者，回答数 489）によると，先述の「倫理憲章」の見直しによるインターン
シップの定義の厳格化に関する「インターンシップの在り方厳格化の認知」の設問で，「詳しく
知っていた」は，11.2パーセントである。「知らなかった」が 43.6パーセント，「詳しい内容は
知らないが，厳格化は知っていた」45.2パーセントとなっており，インターンシップに実際に参
加した学生でも，厳格化の認知度は高くないのである。またインターンシップ参加期間について
は，「1日～2日」が 36.8パーセント，「3～4日」が 7.7パーセント，「5日以上 2週間未満」が
42.0パーセント，「2週間以上 3週間未満」が 7.2パーセント，「3週間以上」6.2パーセントと
なっている。倫理憲章の条件を満たさない，「1日～2日」が 36.8パーセントと「3～4日」が 7.7
パーセントを合わせると 44.5パーセントにものぼり，実際の参加現場においては，倫理憲章が
訴求されていないことが明らかである。
　次に実際に学生がインターンシップに申請する観点により分類を試みると，大学・短期大学を
通して応募するインターンシップと個人が自由応募するインターンシップの 2つに大別される。
大学・短期大学を通して応募するインターンシップでは，大学独自のインターンシップ制度や大
学を経由して応募するインターンシップ制度が挙げられる。大学独自のインターンシップ制度と
しては，まず大学・短期大学の正課授業の中で実施されるものがあり，通常の正課科目と同様に
シラバスを見た上で学生が科目履修することで 2単位～4単位の単位認定が可能となっている。
また正課外の大学独自のインターンシップ制度もあり，大学が独自に特定の企業や団体と提携し
て，企業・団体に一定の受け入れ枠を作ってもらうものがある。これに応募した学生全員に選考
試験を課して実習先を決定して，受け入れ先とのマッチングをはかり，事前学習と企業実習（夏
期・春期休暇中）と事後学習，レポート提出等により単位認定を行うものである。次に大学を経
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由して応募するインターンシップ制度は，各省庁（文部科学省・外務省・厚生労働省・財務省
等），地方自治体（都庁・府庁・県庁・市役所），団体（大学コンソーシアム・商工会議所・経営
者協会）などがある。一方，個人が自由応募するインターンシップは，直接的に各企業・団体に
対して申請書類やエントリーシートをメールや郵送で提出した上で選考となる。
　申請に関しては，各企業・団体がそれぞれのホームページで対応している場合と大手就職支援
サイト（リクナビ・マイナビ・日経就職ナビ・エンジャパンインターンナビ）からエントリーし
なければならないところがある。
2‒2　インターンシップ先進事例
2‒2‒1　公益財団法人大学コンソーシアム京都のインターンシップ
　インターンシップの先進事例として，現在の日本におけるインターンシップ制度において，プ
ログラム内容と規模共にトップランナーとして走り続けている公益財団法人大学コンソーシアム
京都12） のインターンシップ・プログラムを取上げる。公益財団法人大学コンソーシアム京都の
インターンシップ・プログラムは，「来るべき新時代に向けての産・官・学・地域等が共同で構
築する新たな人材育成を目的とする社会制度であり，高等教育改革に資するプログラム」として
1998（平成 10）年度より事業が開始された。このプログラムは，産官学地域連携のもと，単な
る就職活動でない教育プログラムとして，社会の実体験と教育研究の融合により「学習意欲の喚
起」，「高い職業意識の育成」，「自主性・独創性のある人材育成」の 3点をも目的としている。プ
ログラム開始から 14年後の 2011年（平成 23）年度までに，京都地域にある大学・短期大学の
全ての学生が参加できるというスケールメリットをいかし，延べ 7,000名もの学生がプログラム
に参加している。これには，延べ 3,900を超える企業や行政機関，非営利組織などが受け皿と
なっている。また，2002年（平成 14）年度には，近畿経済産業省（当時）の受託事業となって
おり，2005（平成 17）年度には，大学共同の取り組みとして，文部科学省の「特色ある大学教
育支援プログラム（特色 GP）」に採択されている。
　2012年度インターンシップ・プログラム13） の特徴をあげる。コースの形態は 2つに大別され，
ビジネスコース・パブリックコース（短期実践型）とプログレスコース（長期プロジェクト型）
がある。それ以外に，大学 1・2年生を対象としたプレ・インターンシップ講座を単位互換科目
として設置している。短期実践型であるビジネスコースは，企業等で夏期休暇中（8月上旬から
9月中旬の間）に 2週間から 1ケ月程度の実習を行う。
　パブリックコースは，行政機関・非営利団体にてビジネスコースと同期間の実習を行う。夏期
休暇中の実習に参加する前には，事前学習として 13講時の講義を受講する必要があり，また実
習後には 4講時の事後学習と事後学習レポートが課される。つまり，事前学習 13講時＋実習＋
事後学習 4講時＋事後学習レポートの流れとなる。スケジュール全体では，6月 19日の第 1講
開始よりレポート提出日 10月 1日までの 3ケ月強におよぶことになる。一方の長期プロジェク
ト型であるプログレスコースは，6月～11月の約 6ケ月間，企業・行政機関・非営利団体等が提
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示したテーマに沿ってプロジェクト型のインターンシップを行うものである。受け入れ先企業に
よって実習期間は異なるが，概ね 20日間の実習と 20講時の講義を受講することになる。
　ビジネスコース・パブリックコース事前・事後学習は，少人数（15名から 20名）のゼミ形式
で実施され，大学コンソーシアム京都加盟大学の専任教員がコーディネーターとして指導する。
コーディネーターは実習期間中に受け入れ先を訪問し，受講生に対して中間指導を行うとともに，
受け入れ先に対しても実習状況の確認を行っている。事前学習においては，受け入れ先担当者や
インターンシップ修了生のゲストスピーチやグループディスカッションを通して，受け入れ先業
界・業種についても研究を行う機会を設ける。また事前学習レポート作成，コミュニケーション
トレーニング，ビジネスマナー，パソコン講習，リスクマネジメント講習などを実施している。
実習後の事後学習においては，実習を通して啓発された関心や問題意識などを今後の学生生活に
むすびつけるための総括を実施し，事後学習レポートの作成方法についても指導を行っている。
　プログレスコースは，大学コンソーシアム京都加盟大学の専任教員がコーディネーターによる
ファシリテーション（グループの受講生たちが，協働的・主体的に講義や意見交換を行いながら，
問題解決や合意形成に至るようマネジメント）を通して，学生の成長を高めることに重点を置い
ている。実習を進めるにおいて，コーディネーター及び受け入れ先企業担当者も協働して授業を
運営するとともに，プロジェクトの進捗状況の確認や方向性の見極めなども連携してサポートし
ている。プロジェクトのサイクルの流れは，「第 1段階プロジェクト計画のプロセスを学ぶ→第
2段階プロジェクト計画に基づいて実際に推進する→ 3段階プロジェクト計画とプロジェクト成
果を比較してプロジェクトのあり方を評価する」という 3段階になっている。
　公益財団法人大学コンソーシアム京都のインターンシップ・プログラムのこれまでのコースの
変遷を確認してみる。1997（平成 9）年にインターンシップ制度研究会を立ち上げて，フレーム
ワーク・運営を主なテーマに産官学・地域で協議している。1998（平成 10）年にインターン
シップ・プログラム開始してビジネスコース・NPOコースの 2コースを設置している。1999
（平成 11年インターンシップ・プログラム 2年目で，3コース目となる行政コースを新設し，ビ
ジネスコースの中にベンチャークラスを試行設置している。2000（平成 12）年にインターン
シップ・プログラム 3年目で 4コース目とはるベンチャーコース新設して，NPOコースをベー
シック＆アドバンスの 2クラスに分けている。2001（平成 13）年インターンシップ・プログラ
ム 4年目は，前年度と同様の 4コースを設置している。2002（平成 14）年インターンシップ・
プログラム 5年目は，学生ベンチャースタートアップスクールと NPOストラテジープログラム
の 2コースを新設して，全 6コースを展開している。2003（平成 15）年インターンシップ・プ
ログラム 6年目は，学生ベンチャースタートアップスクールと NPOストラテジープログラムを
発展的に統合した。また企画提案型インターンシップ設置して，全 6コースを展開している。
2004（平成 16）年インターンシップ・プログラム 7年目は，ビジネスコース・パブリックコース，
プログレスコースに改編し 3コースに統合している。2005（平成 17）年インターンシップ・プ
ログラム 8年目（は，前年度と同様に 3コースを展開している。また，特色ある大学教育支援プ
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ログラム（特色 GP）として採択された。2006（平成 18）年インターンシップ・プログラム 9年
目は，短期大学生・4年制大学 1年次生を対象にトライアルコースを新設して，全 4コースの展
開となっている。特色ある大学教育支援プログラム（特色 GP）として採択は 2年目となる。
2007（平成 19）年・2008（平成 20）年は，インターンシップ・プログラム 10・11年目は，前年
度と同様に全 4コースを設置している。特色ある大学教育支援プログラム（特色 GP）として採
択は 3年目及び 4年目（最終年）として採択になっている。また，2007（平成 19）年よりイン
ターンシップ研究会（各種委員会）を立ち上げて，年間 4回にわたって研究を実施している。同
年は，インターンシップ・プログラム 100周年記念シンポジウム・交流パーティーを実施してい
る。2009（平成 21）年インターンシップ・プログラム 12年目は，短期大学生・4年制大学 1年
次生を対象のトライアルコースを休止して，全 3コースの展開としている。2010（平成 22）年
～2012（平成 24）年インターンシップ・プログラム 13～15年目は，2009（平成 21）年と同様に
ビジネス・パブリック・プログレスの全 3コースを展開している。
2‒2‒2　 公益財団法人大学コンソーシアム京都のインターンシップ・プログラムを支える会議と
研究会
　次に，公益財団法人大学コンソーシアム京都のインターンシップ・プログラムが他に類をみな
いほどプログラムが充実している根幹を支えるともいうべきプログラムを補完する会議と研究会
を確認してみる。
 ①　コーディネーター会議
　ビジネスコース・パブリックコース事前・事後学習は，少人数（15名から 20名）のゼミ形式
で実施され，大学コンソーシアム京都加盟大学の専任教員がコーディネーターとして指導するこ
とを先述したが，このコーディネーターに対する会議を年に 5回程度開催している。内容は，イ
ンターンシップ・プログラム運営全般にわたるが，基本的には事務連絡（スケジュールや提出物
の確認）や情報交換が主な議題となっており，事務局主導で実施している。全体的な概要として
は，4月は，当該年度年間スケジュールの確認をする。5月に実施する出願・面接方法の説明な
どを行う。6月は，事前学習初日の進め方や次回講義での受入れ先担当者や修了生の希望調査な
どを確認する。7月は，夏期休暇中の実習における中間指導の方法や事務局の体制などの確認を
行う。9月は，事後学習の進め方や成績評価の方法などの確認を行う。そして，11月は，当該年
度のプログラムの総括と次年度のプログラム改善に向けて意見交換を行うものである。
 ②　大学担当者会議
　公益財団法人大学コンソーシアム京都に加盟する大学・短期大学のインターンシップ事業担当
者に対する会議で年間 2回開催している。概要としては，インターンシップ事業推進後に，当該
年度の結果報告をするとともに，次年度の方針・各コースの概要について説明と意見交換を行な
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うものである。また，会議の当日にアンケート調査を行い，次年度募集ガイドの必要部数や出向
説明の希望，各大学における単位認定状況なども確認している。
 ③　受入れ担当者説明会
　各企業・団体・官庁側のインターンシップ学生を受け入れする担当者説明会である。これは，
年間年 2回開催しており，主にビジネス・パブリックコースの受入れ先が対象となる。概要は，
4月は，当該年度のタイムスケジュールや事務手続きの説明，学生や受入れ先の事例報告などを
行う。会議への参加企業・団体・官庁の担当者は，新規受け入れをするところの出席率が高い傾
向となっている。11月は，当該年度のプログラム終了後，受入れ先・学生から収集したアン
ケート結果をもとに事務局より報告し，受講生や受入れ先の事例報告を行うものである。
 ④　インターンシップ研究会
　インターンシップ研究会は，大学連合体として取り組むべきインターンシップ・プログラムの
体系化と，各コースカリキュラム構築へ向けた協議・研究を行うとともに，次年度のプログラム
（シラバス）を検討・決定するものである。
　事業開始から当該年度までの変遷を振り返り，当該年度までの到達点の整理，今後の長期的な
展望の策定，修了生アンケートの分析を実施し，プログラムの報告として報告書を作成している。
2‒2‒3　公益財団法人大学コンソーシアム京都のインターンシップ・プログラムの事業推進の構造
　最後に，公益財団法人大学コンソーシアム京都のインターンシップ・プログラムがいかに優れ
た構造をもち計画的に推進されているかについて，時系列的に事業内容を確認する。
 ①　広報・募集
　募集ガイドを 3月中旬完成として作成しており，印刷部数は毎年 5万部前後である。大学担当
者会議で，各大学の希望部数をヒアリングし，納品時に印刷業者から直接各大学に納品している。
　また，プログラム事前説明会を例年 4月に，各大学およびキャンパスプラザ京都で同一内容に
て実施している。事前の周知は，2月の大学担当者会議で各大学に広報協力の依頼をするととも
に，募集ガイドにも日程等を掲載している。内容は，インターンシップ全プログラムの概要並び
に出願等の説明と前年度修了生の事例報告を行うものである。修了生の事例報告は，学生にとっ
てイメージしやすく，評価が高い結果となっている。また，説明会の後にキャリアアップガイダ
ンスを行う。キャリアアップガイダンスは，学生の就職に対するモチベーションを上げることを
主眼においている。
 ②　出願受付（5月上旬）
　出願受付の際，簡単な面接を行い，5段階で評価をする（面接官は，コーディネーター，財団
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職員が担当する）。
 ③　マッチング（5月中旬～下旬）
　出願受付後の 5月上旬に，出願者データと指定された選考内容に沿った資料を対象となる受入
れ先に郵送している。また書類選考の場合は，レポートなど指定の提出書類を同封する。5月下
旬までに受入れ先から選考結果の FAXを受取り，受講許可者をアクセスに入力する。
 ④　選考結果通知
　5月下旬「受講許可」と「受講ができない旨の結果」に分けて郵送している。
 ⑤　受講手続き
　6月上旬に受講手続きを実施する。受講料は，1万円（ビジネス・パブリックコース）もしく
は，1万 5千円（プログレスコース）を現金で納入させる。ただし，加盟大学以外の学生は，受
講料がそれぞれ 5千円増額となる。入金を経て受講の手続きが完了となる。
 ⑥　受入れ先に受入れ学生の確定情報を連絡
　受講手続き終了後に，各受け入れ先企業・団体・官庁に対して受け入れ学生の情報を郵送する。
 ⑦　事前学習・事後学習
　講義の編成は，事前学習，事後学習という大きな枠組みを残しながら，内容については，毎年
修正を行い，組み立てている，合計 17コマで実施する。
 1．会　　場
　会場については，利便性・融通・料金・経験などを総合的に勘案して，龍谷大学深草キャ
ンパスで実施している。
 2．パソコン講習
　事前学習終了後の 1週間後に学生の任意参加で実施している。ビジネスマナー委託業者に，
講習内容，広報，集金，実施までを委託している。特に，行政機関ではエクセルのニーズが
高いことから積極的に学生に案内している。
 3．中間指導
　コーディネーターに，担当クラスの受講生の実習期間中に受入れ先を訪問してもらい，実
習内容の確認などを行う。
 4．受入れ先の事前訪問
　6月の事前学習の第 1日目から第 2日目の間に，受講生が受入れ先を訪問し，実習内容や
実習期間の確認等を行う。アポイントの取り方や確認事項等をオリエンテーションで伝え，
学生自身が受入れ先と入念な打ち合わせができるように努める。
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 ⑧　次年度の受入れ先開拓
　10から 11月にかけて開拓方針の決定（コース設定・開拓先など）をした後，11月中旬から開
拓を開始する。そして 11月から 4月までエントリーの受付をホームページおよび FAXにて行な
う。1月から 2月はエントリーの催促のため未登録の企業・団体へ連絡を開始する。4月下旬に
エントリーを締め切り当該年度の受け入れ先企業・団体・官庁を確定する。
　以上のように，公益財団法人大学コンソーシアム京都のインターンシップは，1998（平成
10）のプログラム開始から 15年間に及ぶ歴史，大学連合としてのスケールメリットを生かし，
先進的取り組み内容として更なる充実を図っている。現存するインターンシップ制度としては，
他に類を見ない日本における最先端のものである。締めくくりとして，ポイントを 4点に集約す
れば，①産官学地域協働によるプログラムであり全国最大規模の受講者があること，②京都地域
にある 50の大学・短期大学が参加可能であること，③教育プログラム（コーオプ教育）として
展開していること，④充実した事前・事後学習とコーディネーターが存在していることである。
第 3章　中国大都市大学におけるインタビュー調査
　本学の国際交流協定大学である A大学を始めとして，北京 3大学と西安 7大学を訪問してイ
ンタビュー調査を行なった。調査の目的は，中国主要都市大学におけるインターンシップの実態
研究であるが，とりわけインターンシップの制度分析を中心するものである。インタビュー項目
については，9項目を設定した。
 日　時：2012年 11月 29日～12月 5日，12月 23日～2013年 1月 1日
 対　象：中国北京市・西安市の国立及び私立大学
 対象者：就職部担当職員
 聞き取り内容：①　応募の方法
②　プログラムの形態と期間
③　プログラムの内容
④　実習の手当て
⑤　受け入れ企業の数と業種
⑥　単位認定有無
⑦　参加した学生の評価
⑧　中国人以外の外国人の参加の可否
⑨　担当者へ質問，インターンシップに参加するメリット
①　応募の方法
 北京 A大学 ： 基本的には，インターネット上からの自由応募となる。インターンシップを希
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望する企業等をホーム上で見つけたら，その企業に直接応募する方法をとる。
 北京 B大学 ： 教育学部で教員志望のインターンシップ（教育実習）は，大学側で実習先を見
つけてくれる。それ以外の企業での実習を希望するものは，インターネット上
からの自由応募となる
 北京 C大学 ： 基本的には，インターネット上からの自由応募となる。インターンシップを希
望する企業等をホーム上で見つけたら，その企業に直接応募する方法をとる。
 西安 D大学 ： 基本的には，インターネット上からの自由応募となる。インターンシップを希
望する企業等をホーム上で見つけたら，その企業に直接応募する方法をとる。
 西安 E大学 ： 大学側から希望する学生に企業・団体等を紹介する方法とインターネットから
自由応法する方法の 2つがある。
 西安 F大学 ： 大学側から希望する学生に企業・団体を等紹介する方法とインターネットから
自由応法する方法の 2つがある。
 西安 G大学 ： 教育学部で教員志望のインターンシップ（教育実習）は，大学側で実習先を見
つけてくれる。それ以外の企業での実習を希望するものは，インターネット上
からの自由応募となる。北京 B大学と同系のものとなる。
 西安 H大学 ： 基本的には，インターネット上からの自由応募となる。インターンシップを希
望する企業等をホーム上で見つけたら，その企業に直接応募する方法をとる。
 西安 I大学  ： 基本的には，インターネット上からの自由応募となる。インターンシップを希
望する企業等をホーム上で見つけたら，その企業に直接応募する方法をとる。
 西安 J大学  ： 大学側から希望する学生に企業・団体等を紹介する方法とインターネットから
自由応法する方法の 2つがある。
②　プログラムの形態と期間
 北京 A大学 ： プログラムの形態は，応募した企業での実践的実習を 1ケ月から半年の間行な
うものである。自由応募以外に，大学独自のインターンシップ制度を設けてい
る。
 北京 B大学 ： プログラムの形態は，応募した企業・団体・教育機関での実践的実習を 1ケ月
から半年の間行なうものである。
 北京 C大学 ： プログラムの形態は，応募した企業での実践的実習を 1ケ月から 1年の間行な
うものである。1年の長期インターンシップに参加するのは，大学院の修士課
程の学生である。修士課程の 2年目は，ほとんど授業が無いので，論文を執筆
にしながらインターンシップを 1年間続けるパターンとなる。6ケ月以上のイ
ンターンシップが主流である。
 西安 D大学 ： プログラムの形態は，応募した企業での実践的実習を 1ケ月から 1年の間行な
うものである。1年間の長期のインターンシップが多い。
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 西安 E大学 ： プログラムの形態は，応募した企業での実践的実習を 1ケ月から 1年の間行な
うものである。1年間の長期のインターンシップが多い。
 西安 F大学 ： プログラムの形態は，応募した企業での実践的実習を 1ケ月から 6ケ月の間行
なうものである。6ケ月以上のインターンシップが主流である。
 西安 G大学 ： プログラムの形態は，応募した企業・団体・教育機関での実践的実習を 1ケ月
から 3ケ月の間行なうものである。
 西安 H大学 ： プログラムの形態は，応募した企業での実践的実習を 1ケ月から 6ケ月の間行
なうものである。6ケ月以上のインターンシップが主流である。
 西安 I大学  ： プログラムの形態は，応募した企業での実践的実習を 3ケ月から 6ケ月の間行
なうものである。6ケ月以上のインターンシップが主流である。
 西安 J大学  ： プログラムの形態は，応募した企業での実践的実習を 1年間行なうものである。
③　プログラムの内容
 北京 A大学 ： 基本的には，各企業に準じるので一様ではない。大学としては，授業科目で履
歴書の書き方やマナー等に対応している。
 北京 B大学 ： 各企業・団体に準じるので一様ではない。教育実習については，基本的な制度
が定められている。
 北京 C大学 ： 各企業・団体に準じるので一様ではない。実習を受ける前に必要とされる事前
学習に対応したインターンシップ講座を開講している。講座の内容は，ビジネ
スマナーやインターンシップの基礎知識である。
 西安 D大学 ： 基本的には，各企業に準じるので一様ではない。大学としては，授業科目で履
歴書の書き方やマナー等に対応している。
 西安 E大学 ： 各企業・団体に準じるので一様ではない。実習を受ける前に必要とされる事前
学習に対応したインターンシップ講座を開講している。講座の内容は，ビジネ
スマナーやインターンシップの基礎知識である。
 西安 F大学 ： 各企業・団体に準じるので一様ではない。実習を受ける前に必要とされる事前
学習のため企業担当者を大学に招聘して授業科目として開講している。
 西安 G大学 ： 各企業・団体に準じるので一様ではない。教育実習については，基本的な制度
が定められている。
 西安 H大学 ： 就職部及び各学部がそれぞれで，インターンシップの取り扱いを行なっており
正確な数は把握していない。
 西安 I大学  ： 各企業・団体に準じるので一様ではない。実習を受ける前に必要とされる事前
学習に対応したインターンシップ講座を開講している。講座の内容は，ビジネ
スマナーやインターンシップの基礎知識である。
 西安 J大学  ： 各企業・団体に準じるので一様ではない。しかし長期インターンシップ（1年
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間）を原則としているので，社員とほぼ同等の実習内容である。
④　実習の手当て
 北京 A大学 ：基本的にアルバイトと同等の費用がでる。
 北京 B大学 ： 原則的には，有償である。金額には，幅がありアルバイト並みに費用を出すと
ころもあるが，1日にお茶代くらいしか出さないところもある。
 北京 C大学 ：原則的に有償であり，交通費とアルバイト代がでる。
 西安 D大学 ：原則的に有償であり，交通費とアルバイト代がでる企業が多い。
 西安 E大学 ：原則的に有償であり，交通費とアルバイト代がでる企業が多い。
 西安 F大学 ：原則的に有償であり，交通費とアルバイト代がでる企業が多い。
 西安 G大学 ：原則的に有償であり，交通費とアルバイト代がでる。
 西安 H大学 ：原則的に有償であり，交通費とアルバイト代がでる。
 西安 I大学  ：原則的に有償であり，交通費とアルバイト代がでる。
 西安 J大学  ：原則的に有償であり，交通費とアルバイト代がでる。
⑤　受け入れ企業の数と業種
 北京 A大学 ： 大学独自のインターンシップ制度による受け入れ企業は，旅行会社 2社のみで
ある。2社により受け入れ可能な人数は 50名程度である。
 北京 B大学 ： 各学部がインターンシップの取り扱い部局となっているので，就職部は把握し
ていない。
 北京 C大学 ： 就職部が全てのインターンシップ業務を担っているのではなく，各学部に担当
職員を置いている。ここでの担当職員とは，キャリア教育やインターンシップ
業務を担う教員である。日本の大学でラーニングコモンズ等を担当する授業科
目を持たない教授と同型のものである。
 西安 D大学 ： 就職部が全てのインターンシップ業務を担っているのではなく，各学部に担当
職員を置いているので，正確な数値はわからない。
 西安 E大学 ： 現在，インターンシップを希望する学生への特定企業・団体が 450あり，この
450企業・団体については，確実に大学を経由して受け入れ先を決定できる。
それ以外に約 3,100の企業・団体と繋がりがあり，この 3,100企業・団体につ
いては，受け入れに関しての選考試験の結果で受け入れの可否を決定する。
 西安 F大学 ： インターンシップを希望する学生への特定企業・団体が 300あり，この 300企
業・団体については，確実に大学を経由して受け入れ先を決定できる。
 西安 G大学 ： 就職部及び各学部がそれぞれで，インターンシップの取り扱いを行なっており
正確な数は把握していない。
 西安 H大学 ： 就職部及び各学部がそれぞれで，インターンシップの取り扱いを行なっており
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正確な数は把握していない。
 西安 I大学  ： 就職部及び各学部がそれぞれで，インターンシップの取り扱いを行なっており
正確な数は把握していない。
 西安 J大学  ： 現在，インターンシップを希望する学生への特定企業・団体が 300あり，この
300企業・団体については，確実に大学を経由して受け入れ先を決定できる。
⑥　単位認定有無
 北京 A大学 ： インターンシップは，卒業要件として必修科目になっている。最低 2単位の単
位認定を行なう。
 北京 B大学 ： インターンシップは，卒業要件として必修科目になっている。
 北京 C大学 ： 単位認定を行なっていない。
 西安 D大学 ： インターンシップは，卒業要件として必修科目になっている。最低 2単位の単
位認定を行なう。
 西安 E大学 ： インターンシップは，2年次の必修科目になっている。最低 2単位の単位認定
を行なう。
 西安 F大学 ： インターンシップは，卒業要件として必修科目になっている。最低 4単位の単
位認定を行なう。
 西安 G大学 ： インターンシップは，教育学部以外の学生に対して卒業要件として必修科目に
なっている。最低 4単位の単位認定を行なう。
 西安 H大学 ： インターンシップは，卒業要件として必修科目になっている。最低 2単位の単
位認定を行なう。
 西安 I大学  ： インターンシップは，卒業要件として必修科目になっている。最低 2単位の単
位認定を行なう。
 西安 J大学  ： インターンシップは，卒業要件として必修科目になっている。しかし単位認定
は行なわない。　※今回の調査において初めてのケースである。
⑦　参加した学生の評価
 北京 A大学 ： 実習先の企業からの報告書をもとに評価を行なう。評価は認定か不可のどちら
かで，点数や ABC等の評価ではない。
 北京 B大学 ： 実習先の企業からの報告書をもとに評価を行なう。評価は認定か不可のどちら
かで，点数や ABC等の評価ではない。
 北京 C大学 ： 単位認定を行なわないので，評価もない。
 西安 D大学 ： 実習先の企業からの報告書をもとに評価を行なう。評価はほとんどが良い評価
結果となっている。
 西安 E大学 ： 実習先の企業からの報告書をもとに評価を行なう。評価は認定か不可のどちら
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かで，点数や ABC等の評価ではない。
 西安 F大学 ： 実習先の企業からの報告書をもとに評価を行なう。評価は優秀，合格，不合格
の 3段階にしているが，不合格はほとんど無い。
 西安 G大学 ： 実習先の企業からのレポートを提出してもらい，それをもとに評価を行なう。
 西安 H大学 ： 実習先の企業からの報告書をもとに評価を行なう。
 西安 I大学  ： 実習先の企業からの報告書をもとに評価を行なう。
 西安 J大学  ： 実習先の企業からのレポートを提出してもらい，それをもとに評価を行なう。
しかし先にも述べたが，単位認定は行なわない。
⑧　中国人以外の外国人の参加の可否
 北京 A大学 ：外国人は原則インターンシップに参加できない。
 北京 B大学 ：外国人は原則インターンシップに参加できない。
 北京 C大学 ： 外国人の参加は可能である。但し，実習先の企業・団体に就職することを前提
としたインターンシップに限定されるので，ただ単に実習体験をしたいだけで
参加することは難しい。
 西安 D大学 ：就職を前提としてインターンシップの場合は，受け入れが可能である。
 西安 E大学 ：外国人は原則インターンシップに参加できない。
 西安 F大学 ：外国人は原則インターンシップに参加できない。
 西安 G大学 ：外国人は原則インターンシップに参加できない。
 西安 H大学 ：外国人は原則インターンシップに参加できない。
 西安 I大学  ：外国人は原則インターンシップに参加できない。
 西安 J大学  ：外国人は原則インターンシップに参加できない。
⑨　担当者へ質問，インターンシップに参加するメリット
 北京 A大学 ： 就職意欲を高める上で，非常に有効的な手段であると認識する。
 北京 B大学 ： 参加するメリットは大いにある。共産党の機関でインターンシップに参加する
制度もあり，母国への理解や愛国心の向上にもつながる。
 北京 C大学 ： インターンシップに参加することに大変価値がある。将来自分が就職する会社
の環境を事前に認識することができる。自分が大学で専攻する学問分野と就職
希望の会社との関連や差を知ることができる。また，自分自身の適性を確認す
ることができる。
 西安 D大学 ： 学生の仕事の能力は，ハッキリ言えば 0の状態である。しかし，インターン
シップを終えて大学へ戻ってくると見違えるように成長している。実習後の成
長は，社会性の育成がなされたことを認識している。中国の大学は，全寮制で
あり，同大学の場合は 6人 1部屋である。高校を卒業して初めて寮生活を体験
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する学生は，1年目によくトラブルが起こる。ほとんどの学生は，自己主張が
強く，個人主義が根底にあるためである。その学生達は，全寮制における共同
生活において，協働する大切さや協調性を養っていくのである。そして，イン
ターンシップに参加することで，更なる修練がなされるのである。
 西安 E大学 ： メリットは多すぎて，この場で言い尽くせないほどであるが，端的に言えば絶
対的価値があると言える。それからインターンシップを担当する現場での課題
としては，学生と受け入れ先とのミスマッチが多く起こっている。
 西安 F大学 ： インターンシップへ参加する最大の効果は，自己適性の判断に繋がっているこ
とである。例えば，経営学を専攻する学生が会計士の会社でインターンシップ
実習を受けた後で，自分は会計学よりも英語が本当に学びたい学問であると気
がつき，貿易関係の会社へ就職する。また逆に，航空会社でインターンシップ
実習を受けた学生が，会計士の企業へ就職するケースもある。このようにイン
ターンシップの実習に参加することは，自己の嗜好や適性の認識に効果的であ
る。
 西安 G大学 ： 自己の適性を知ることや確認することが 1番のメリットである。中国のイン
ターンシップ制度は，実習を体験するだけの意味合いで捉えているのではない。
つまり就職を希望する会社でインターンシップを受ける場合が大半であり，実
習結果の評価によって，その会社に入社できるか否かが決定する。
 西安 H大学 ： 自己の適性を知ることに 1番意味がある。それ以外にインターンシップ受け入
れ先企業には，地場の企業が多いので，地域連携という意味で陝西省の企業理
解に繋がる。どうしても北京や上海の大企業を目指す志向が少なくないが，地
元で活躍してくれる学生を育成したい。
 西安 I大学  ： インターンシップに参加することは，その会社に就職できるかどうかの入社試
験と同じである。1ケ月以上の実習という名目の採用試験において，企業側が
当該学生を評価して内定の可否が通知される。インターンシップ参加により内
定の通知を貰った学生は，通常であればそのまま内定が出た企業に就職する。
但し，ケースは少ないが，入社を拒否することも可能であり，その場合は契約
破棄として罰金が必要となる。
 西安 J大学  ： 理論と実践の違いを理解すること，また理論を実践の場に落とし込む意味で非
常に重要な場になる。
特記事項
 全ての大学 ： インターンシップの実習は，就職したい企業に対してアプローチするもので，
単なる実習体験を目的として参加するものではない。
 北京 C大学 ： 北京 C大学は，学部で中国人学生が約 4,000人，外国人学生が約 2,000人と約
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33パーセントが外国人で占める。更に，短期の留学生が，年間で 12,000人も
来校するので，グローバリゼーションの雰囲気を感じさせる特徴的大学である。
単年度の卒業生 1,000人の内，300人は海外への留学となり，200人が大学院
への進学となる。残りの 500人がインターンシップの対象者として，その 9割
がインターンシップに参加していると認識している。
 西安 D大学 ： 中国には，生活指導員というシステムがある。これは，日本には無い制度であ
る。同大学にも生活指導員を雇用配置しており，生活全般や就職に関する相談
を行なっている。日本でも相談室を設置する大学も存在するが，そうした相談
室が行なうよろず相談や法律相談とは趣が異なり，もう少し強制力のある存在
である。
 西安 E大学 ： 日本と中国との対外的政治要因の問題をふまえて，陝西地区 40大学が集結し
て日本企業への対応を図る会議が開催された。会議の結果により同大学は，当
該年度のインターンシップと企業セミナーから，トヨタやホンダをはじめとす
る全ての日系企業が省かれることとなった。教育の現場にも政治的影響が及ん
だことを残念に思っている。
 西安 J大学  ： 元私立女子大学から共学へと発展を続ける J大学は，インターンシップにおい
て独自のシステムを持っていた。この他に類をみないシステムは，大学入試統
一試験である高考の結果において，国立大学に入学可能な点数に及ばなかった
層の地元高校生をターゲットとしている。僅かな差で国立に入学できなかった
学生の層に向上心や意欲の強い傾向があると分析している。この候補者に対し
て，同大学は入学の条件に特定企業の内定を確約するものである。つまり，入
学して 1年生から 3年生までの 3年間で卒業に必要な単位を全て取得した上で，
4年生の 1年間は特定企業でインターンシップを行い，そのままその企業に就
職する形をとるものである。入学する前から就職先が確約されるという点で新
規性を有するインターンシップ制度である。
第 4章　日本と中国のインターンシップ制度の比較分析
　これまで確認してきた日本のインターンシップ制度の確認と制度分析および先進事例研究をふ
まえた上で，中国のインターンシップ制度との比較分析と考察を行なう。
　①応募の方法については，日本とほぼ同じ形態をとっている。基本的には，インターネット上
からの自由応募である。それ以外に大学側から学生に企業や団体等を紹介する方法もあり，これ
も日本の大学独自のインターンシップ制度と同様の形態である。
　②プログラムの形態と期間については，応募した企業での実践的実習を 1ケ月から 1年間行な
うものが大半である。これも日本の大学のインターンシップ制度と同様の形態である。但し実習
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期間が 6ケ月以上の中長期に渡る実習が日本よりも顕著にみられるところが特徴である。
　③プログラムの内容については，各企業・団体に準じるので一様ではないという回答である。
日本の大学独自でのプログラムは，事前学習＋実習＋事後学習の内容で，事前と事後学習を大学
側で担当する形態が多いのであるが，中国の場合は，日本と同じ形でプログラム化されている大
学はなかった。
　④実習の手当てについては，原則的に有償であり，交通費とアルバイト代が支給されるのが通
例となっており，日本のような無償によるインターンシップが見受けられないのが特徴である。
　⑤受け入れ企業の数と業種については，7大学が就職部及び各学部がそれぞれで，インターン
シップの取り扱いを行なっており正確な数は把握していないのが現状である。3大学が産学間で
のパイプを形成して，特定の企業・団体と直接的にインターンシップを実施しており，その数は
300～450社・団体である。また業種については，インターンシップを担当する部署が就職部や
各学部と窓口が一元化されていないため正確な把握ができていないようである。
　⑥単位認定有無については，インターンシップを卒業要件として必修科目にして，2～4単位
の単位認定を行なう形態をとっている。ただし 1大学だけ単位認定を行なわないところもある。
日本の大学と違う点は，卒業要件として必修科目にしているところである。
　⑦参加した学生の評価については，実習先の企業からの報告書をもとに評価を行なうものであ
る。評価の点数化については，優秀，合格，不合格の 3段階や認定か不可の 2段階など大学によ
りまちまちである。評価の方法については，日本とほぼ同じ形である。
　⑧中国人以外の外国人の参加の可否については，外国人は原則インターンシップに参加できな
いと 8大学が回答している。原則的に外国人や外国人留学生がインターンシップに参加すること
は難しいようである。但し，2大学では，就職を前提としたインターンシップの場合に受け入れ
が可能であるとの回答があり，就職直結型の実習体験の場合に限って例外的認められことがわ
かった。日本の場合は，外国人留学生のためのインターンシップ制度がある程度確立されている
点で異なる。但し，日本の場合においても外国人留学生がインターンシップに参加する数が非常
に少ないように思われる。
　⑨担当者へ質問，インターンシップに参加するメリットについては，全ての大学担当者が非常
に有益な点が多いと考えている。とりわけ自己の認識，そして自己適性の判断に効果的であるこ
と，また学生と企業のミスマッチを多発させない意味で有益である。日本でも同様の意見が多い
ことも確かである。
　特記事項については，西安 J大学で実施されている就職直結型インターンシップと表現できる
制度が日本に存在していない点で新規性の高いものである。繰り返すが，入学時から特定企業へ
のインターンシップ参加とその後の内定を確約するという独自の形態である。
　以上のように日本のインターンシップ制度と中国のインターンシップ制度を 9つの項目におい
て比較分析を行なった。その結果より明らかになったことは，項目①②⑤⑥⑦⑧⑨については，
日本とほぼ同様の形態をとることである。そして，②と④においては相違点が見られる。その相
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違点を再度確認しておくと，②インターンシップの期間は，日本が概ね 1ケ月が主流となってい
るのに対して，中国は 6ケ月～1年間に及ぶ中長期型が主流となっている。④実習手当てについ
ては，日本の無償に対して，中国の有償という労働に対する考え方の違いが明らかになっている。
　また，インターンシップ制度の目的と意味に関する点においては，日本のインターンシップが
単なる実習体験を目的としているのに対して，中国のインターンシップは，就職したい企業にお
いて実習体験を行う点で異なっている。つまり，就職を希望する企業で実習をすることで，学生
側は自分自身がはたしてこの企業で働いていけるか等を判断し，自分と企業との相性や将来性等
を見極める。また企業側は，実習学生の働きぶりや適性を含めて人物評価を行うといういわば，
実習体験自体が採用試験となっているものである。この点については，日本の場合，第 2章で述
べたが，倫理憲章のインターンシップ実施にあたっては，「採用選考活動（広報活動・選考活
動）とは一切関係ないことを明確にして行うこととする。」と逆の制度目的が置かれているので
ある。日経新聞によると日本マクドナルドやサイバーエージェントは，採用直結型インターン
シップを実施している。例えばサイバーエージェントの場合，インターンシップ期間は，3ケ月
～6ケ月となっており，優秀な学生には，実習修了時に内定を出すものとなっている。一部の大
手企業には，中国のインターンシップ制度と同様に採用直結型を導入しているのである。今後の
日本におけるインターンシップ制度の論点として，採用直結型か否かの点が重要な項目になって
くると予測できる。
今後の研究課題
　今回の研究では，中国都市大学へ訪問した上でインタビュー調査を行ない，中国現地のイン
ターンシップ制度の実態把握と分析，そして日本インターンシップ制度との比較検討を行なった。
次の射程として，中国のインターンシップ参加学生に対してアンケート調査を実施することで，
実習参加から獲得したジェネリックスキルやコア・コンピテンシー等のラーニングアウトカムズ
を解明する研究を課題とする。
注
1） レリバンス（relevance）という言葉の訳語として，名詞（関連・関連性，適切，適当），形容
詞（関連した，適切，当てはまる，相対的な，相応する，目的をもった）などがある。また学
術研究において使用される場合，その領域は大きく，①理論や事例の「有効性」，「適用可能
性」としての一般的用法，②管理会計学の論理，③認知心理学における論理，④教育内容が何
らかの事象に対してもつ「適切性」「関連性」としての論理などがある。ここでは多様なレリ
バンス概念の議論をさけて，大学教育（キャリア教育）の視点から教育達成と職業機会の関連
性を捉えたものとする。
2） 東南隆光「大学のキャリア教育の視点から ― 学生・大学・社会のレリバンスの研究 ―（1）
認知的能力における外国語」『京都外国語大学研究論叢 78』2011年　p. 263‒285.
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3） 東南隆光・横山卓哉「大学のキャリア教育の視点から ― 学生・大学・社会のレリバンスの研
究 ―（2）キャリア教育としてのインターンシップ」『京都外国語大学研究論叢 79』2012年　
p. 289‒304.
4） 大学のキャリア教育の視点から ― 学生・大学・社会のレリバンスの研究 ―（3）キャリア教
育論の潮流とキャリア支援『京都外国語大学研究論叢 80』2012年　p. 193‒214.
5） 文部科学省 HP　http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/shugyou/1292891.htm
6） 厚生労働省 HP　http://www.jil.go.jp/jil/kisya/syokuan/970918_01_sy/970918_01_sy.html
7） 文部科学省 HP　http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career/04081102.htm
8） 文部科学省 HP　http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/05013101.htm
9） 文部科学省 HP　http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/siryo/attach/1327459.htm
10）㈳日本経済団体連合会 HP　http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2011/015.html
11）株式会社ディスコキャリアリサーチによる特別調査で 2013年日経就職ナビ就職活動特別調査
レポートとして 2012年 5月に発行。
12）1994（平成 6）年 3月，45大学・短期大学と京都府・京都市の 2つの自治体が参加して，「京
都・大学センター」が発足した。当初，単位互換事業からの事業開始となり，翌年度，国際交
流事業，リカレント教育事業，大学教育研究交流が加わり年々事業が拡張した。事業拡大に伴
い，1994（平成 6）年 10月法人化検討委員会が設置され，1998（平成 10）年 3月文部大臣に
より設立許可を受け，45の大学・短期大学，京都市，経済 4団体の 50団体が連携した「財団
法人大学コンソーシアム京都」が設立された。そして 2000年に活動拠点である「大学のまち
交流センター：通称：キャンパスプラザ京都」が完成した。2010年 7月 1日からは，公益財
団法人としての認可をうけている。
13）公益財団法人大学コンソーシアム京都 2012年度インターンシップ・プログラム募集ガイド
p. 1‒14.
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